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１．運営状況の概要  

 

（１）苦情申立て等の受付及び処理状況  

 

① 苦情申立て等の受付状況  

令和３年度に藤沢市オンブズマンに寄せられた苦情申立て等の件数は２２

８件で、内、相談１３９件及び資料請求等が６４件ありました。最終的に、

オンブズマンが受け付けて処理することになった苦情申立ては２５件でした

（※６２ページ参照）。苦情申立ての内訳は以下のとおりです。  

地区別では、市内からは、藤沢、善行、六会、湘南台及び長後の各地区か

ら複数の苦情申立てが、片瀬、鵠沼、辻堂、村岡、明治、湘南大庭及び御所

見から１件の苦情申立てがありました。市外からの苦情申立ては１件で県内

からのものでした（※６０ページ参照）。  

行政組織別では、都市整備部及び道路河川部が各４件、市民自治部、福祉

部及び教育委員会が各３件、生涯学習部及び経済部が各２件、財務部、健康

医療部、環境部及びその他が各１件となっています（※６１ページ参照）。  

苦情申立ての方法は、オンブズマン事務局に来訪によるものが４件、郵送

によるものが５件、ファクスによるものが１件、巡回によるものが１件、電

子申請によるものが１４件ありました。  

また、苦情申立て件数を月平均でみると２．０件になります。  

以上の具体的な苦情の内容については「統計表Ⅲ」（※６１ページ）を参

照。  

 

② 苦情申立ての処理状況  

令和３年度の苦情処理件数は、令和２年度からの繰り越し分１件を含めた

２６件でした。そのうち２５件は年度内に処理を終了し、残りの１件は翌年

度に繰り越しました。  

処理を終了したものの内訳は、苦情申立ての趣旨に沿ったものが１件、苦

情申立ての趣旨に沿えなかったものが１３件（内、行政対応に問題があった

ものが５件）、調査を中止・打ち切ったものが１件、調査をしないこととし

たものが１０件ありました。  

苦情申立ての処理にかかった日数は、短いもので１日、長いもので１２２

日、１件当たりの平均処理日数は３８．６日となっています。（※５９ペー

ジ参照）  
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③ 過年度の市からの対応未了事例の状況  

令和２年度処理事例のうち、市からの対応に関する報告が未了であった事

例（令和２年度事例～５）について、令和３年９月９日、市長より、オンブ

ズマンに対し、３１ページのとおり報告がありました。  

 

 

（２）勧告・意見表明  

令和３年度は、市の機関に対する勧告・意見表明はありませんでした。  

 

 

（３）巡回オンブズマンの実施  

市民の利便性とオンブズマン制度の一層の周知・定着を図るため、平成１７

年１０月から、市民センター・公民館に毎月１回オンブズマンが出張する「巡

回オンブズマン」を実施しています。  

令和３年度の実施状況は次のとおりです。  

場 所 予 約  来場  
苦 情 申 立 て  

受  付  件  数 

オンブズマ

ンが面談し

たが申立て

に 至 ら な

かったもの  

長 後 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ 

辻 堂 市 民 セ ン タ ー － － － － 

善 行 市 民 セ ン タ ー － － － － 

湘 南 大 庭 市 民 セ ン タ ー ０ １ １ ０ 

湘 南 台 市 民 セ ン タ ー － － － － 

鵠 沼 市 民 セ ン タ ー － － － － 

村 岡 公 民 館 ０ １ ０ ０ 

六 会 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ 

片 瀬 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ 

明 治 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ 

御 所 見 市 民 セ ン タ ー － － － － 

遠 藤 市 民 セ ン タ ー － － － － 

 計  ０ ２ １ ０ 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、辻堂市民センター、善行市民セ  

ンター、湘南台市民センター、鵠沼市民センター、御所見市民センター及  

び遠藤市民センターでの巡回オンブズマンは中止しました。  
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（４）その他  

① 第２２回全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会  

同連絡会については、令和４年２月３日（木）、新型コロナウイルス感染

症が全国に拡大している状況などを踏まえ、オンライン形式にて開催され、

これに小村オンブズマンが出席しました。  

 

※ 全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会は、北海道、秋田県、山

梨県、沖縄県、札幌市、横浜市、川崎市、新潟市、北九州市及び熊本

市が幹事自治体となって運営されており、現在３４の自治体で３５の

オンブズマン等から構成されています。  

② その他  

オンブズマン制度の運営は、市民の理解と信頼が必要不可欠な基盤となり

ます。このため、制度の利用案内や毎年度の運営状況を市ホームページ（U

RL: http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ombuds/）に載せるとともに、

定期的に「広報ふじさわ」に掲載するなどして周知を図っています。また、

各市民センター・公民館・図書館などにオンブズマン制度のリーフレットや

苦情申立書用紙及び運営状況報告書等を配架することにより、市民等の利便

性の向上を図りながら、制度の周知・定着に努めています。  

 

 

  

http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ombuds/
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２．苦情申立ての受付及び処理状況  

 

〔苦情申立ての受付状況〕  

 

１．苦 情 申 立 て 受 付 件 数  ２５  件  

   

２．行 政 組 織 別 受 付 件 数    

財 務 部  １  件  

市 民 自 治 部  ３  件  

生 涯 学 習 部  ２  件  

福 祉 部  ３  件  

健 康 医 療 部  １  件  

環 境 部  １  件  

経 済 部  ２  件  

都 市 整 備 部  ４  件  

道 路 河 川 部  ４  件  

教 育 委 員 会  ３  件  

そ の 他  １  件  

合 計  ２５  件  

 

 

〔苦情申立ての処理状況〕  

 

令 和 ３ 年 度 受 付 件 数 ２５  件  

令 和 ２ 年 度 か ら の 繰 越 件 数 １ 件  

合 計 件 数  ２６  件  

 

１．苦情申立ての処理を終了したもの  ２５  件  

（１）苦情申立ての趣旨に沿ったもの  １  件  

（２）苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの  １３  件  

内、行政対応に問題があったもの  ５  件  

（３）調査を中止・打ち切ったもの  １  件  

（４）調査をしないこととしたもの  １０  件  

２．苦情申立ての処理中のもの（次年度繰越）  １  件  
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３ ． 苦 情 申 立 て の 処 理 事 例  

 

＜目次＞  

 

Ⅰ．過年度の市からの対応未了事例  

（令和２年度事例～５）行政不服審査における口頭意見陳述手続きに

係る件 

（対象機関：総務部行政総務課） 

市の対応・・３１ 

 

 

 

Ⅱ．令和３年度処理事例  

 

（１）苦情申立ての趣旨に沿ったもの  

（事例～１）市内公園の清掃作業に係る件 

（対象機関：都市整備部公園課） 

要約・・・・ ９ 

全文・・・ ３９ 

 

 

（２）苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの  

＜行政対応に問題があったもの＞  

（事例～２）市民相談の回答が規定どおりに処理されていない件 

（対象機関：教育委員会教育部教育指導課、市民自治部

市民相談情報課） 

要約・・・・ ９ 

市の対応・・３６ 

全文・・・ ４０ 

（事例～３）生活保護費返還請求に係る件 

（対象機関：福祉部生活援護課） 

要約・・・ １１ 

市の対応・・３７ 

（事例～４）私有地に埋設された下水管の撤去等に係る件 

（対象機関：都市整備部西北部総合整備事務所、経済部農 

業水産課） 

要約・・・ １３ 

市の対応・・３８ 
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（事例～５）可燃ごみが収集されなかった件 

（対象機関：環境部環境事業センター（南部収集事務

所）） 

要約・・・ １４ 

全文・・・ ４８ 

（事例～６）スポーツ推進課職員らの対応に係る件 

（対象機関：生涯学習部スポーツ推進課） 

要約・・・ １５ 

 

 

＜行政対応に問題がなかったもの＞  

（事例～７）ふじさわ元気回復プレミアム商品券の換金期限に係る件 

（対象機関：経済部産業労働課） 

要約・・・ １５ 

全文・・・ ５２ 

（事例～８）里道（市道）の廃止等手続きに係る件 

（対象機関：道路河川部道路管理課、計画建築部開発業

務課） 

要約・・・ １７ 

 

（事例～９）後期高齢者医療被保険者証の不交付及び同保険料の徴収

方法等に係る件 

（対象機関：福祉部保険年金課、財務部市民税課） 

要約・・・ １８ 

 

（事例～１０）市民相談に対する市の対応に係る件 

（対象機関：道路河川部道路管理課） 

要約・・・ ２０ 

 

（事例～１１）倒木による家屋被害に係る件 

（対象機関：都市整備部公園課） 

要約・・・ ２１ 

 

（事例～１２）住民票閲覧制限に係る件 

（対象機関：市民自治部市民窓口センター） 

要約・・・ ２３ 

 

（事例～１３）長後市民センター福祉窓口職員の対応に係る件 

（対象機関：市民自治部長後市民センター） 

要約・・・ ２４ 

 

（事例～１４）藤沢市内小中学校の学区の取り決めに係る件 

（対象機関：教育委員会教育部学務保健課） 

要約・・・ ２５ 
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（３）調査を中止・打ち切ったもの  

（事例～１５）障がい者支援課の対応に係る件 

（対象機関：福祉部障がい者支援課） 

要約・・・ ２６ 

 

 

 

（４）調査をしないこととしたもの  

（事例～１６）停電時の防災行政無線の活用に係る件（＊繰越分） 

（所管：防災安全部防災政策課） 

要約・・・ ２６ 

 

（事例～１７）公園の管理計画に係る件 

（所管：都市整備部西北部総合整備事務所） 

要約・・・ ２７ 

 

（事例～１８）洪水ハザードマップに指定された土地の固定資産税等

に係る件 

（所管：財務部資産税課） 

要約・・・ ２７ 

 

（事例～１９）善行駅西口ロータリーへの一般車進入禁止に係る件 

（所管：道路河川部道路整備課） 

要約・・・ ２７ 

 

（事例～２０）市営プールの休館に係る件 

（所管：生涯学習部スポーツ推進課） 

要約・・・ ２８ 

 

（事例～２１）教育委員会への苦情が放置されていたことに謝罪を求

める件 

（所管：教育委員会教育部教育指導課） 

要約・・・ ２８ 

 

（事例～２２）海の家の早期解体費用に係る件 

（所管：経済部観光課） 

要約・・・ ２９ 

 

（事例～２３）植木放置による被害に係る件 

（所管：道路河川部道路管理課） 

要約・・・ ２９ 

 

（事例～２４）市職員による個人情報漏えい疑いに係る件 

（所管：市民自治部市民窓口センター） 

要約・・・ ２９ 
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（事例～２５）神奈川県及び市の新型コロナウイルス感染患者数が減

少しないことに係る件 

（所管：健康医療部地域医療推進課） 

要約・・・ ３０ 

 

 

 

（５）処理中のもの  

（事例～２６）町内会館の対応に係る件 

（所管：その他） 

要約・・・ ３０ 
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（１）苦情申立ての趣旨に沿ったもの  

（事例～１）市内公園の清掃作業に係る件  

（対象機関：都市整備部公園課）  

＜苦情の概要＞  

市内公園で子供を遊ばせていたところ、通知なしにいきなり公園の清掃

作業が始まった。多数の子供達が遊んでいたにもかかわらず、子供達の近

くでブロワーを使用して清掃され、砂埃が舞っていた。  

せめて清掃作業が開始される前に公園にいる人達に案内があれば、別な

場所に移動もできたが、皆戸惑う状態だった。前もって清掃作業を予告す

る、もしくは、清掃作業開始前に公園にいる人達に案内するといったこと

が必要ではないか。  

＜処理結果＞  

市内公園を管理している公園課としては、事実確認の上、今回の作業に

ついては公園利用者への配慮が欠けていた部分があったことから、公園利

用者への配慮について改めて徹底するよう受託業者へ指導をするとのこと

なので、オンブズマンとしては今後の公園課の対応を見守ることとした。  

******************************************************************  

 

（２）苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの  

＜行政対応に問題があったもの＞  

（事例～２）市民相談の回答が規定どおりに処理されていない件  

（対象機関：教育委員会教育部教育指導課、市民自治部市民相

談情報課）  

＜苦情の概要＞  

令和３年３月に提出した「わたしの意見・提案」（３月１０日付～３１

日付の８件、以下「意見・提案」という。）について、（１）４月３０日

要 約  
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１７時１５分、教育指導課職員（スクールロイヤー）から電話があり、連

休前の週末閉庁直前に状況の説明もなく一方的に４月３０日の投函はでき

ないと言われたこと（市民相談情報課にも伝えていないこと）は「わたし

の意見・提案実施要綱」（以下「要綱」という。）違反と考える、（２）

市民相談情報課は市として指導してほしい、（３）対応結果報告書に回答

した内容が入っていないことがあるので、対応した内容を記入することを

指導してほしい。市民相談の回答が規定どおりに処理されていない。  

＜処理結果＞  

（１）複数の意見・提案に対して、まとめて電話・面談で解決を試みる対

応自体は不当ではないと考える。しかし、教育指導課の説明によると、

３月１０日付意見・提案に対しては、「期限内に電話にて回答した」と

しているものの、当該電話がなされた具体的な日時については不明であ

り、同様に、３月２９日から３１日付までの意見・提案について、「回

答期限内に回答はできないこと、次回面談の際にお話ししたい旨伝えて

いた」とするものの、伝えた具体的日時については不明とのことで、要

綱が求める期限内に必要とされる対応をとっていたのであれば、後日の

明確性のために、具体的にいつどのような対応をしたのか記録しておく

ことが望ましいと判断した。  

次に、教育指導課は、上記意見・提案内容について、４月２７日の面

談において苦情申立人より文書による回答（回答期限４月３０日）を求

められ、５月７日付で文書回答している。  

本件では、意見・提案を行った苦情申立人が、４月２７日から１週間

以内の回答を求めたとしても、これはあくまで希望であり、教育指導課

がこれに沿った回答をしなかったこと、それについて市民相談情報課に

報告しなかったことについて、要綱上の問題は認められない。  

また、意見・提案については要綱上、収受日より原則１０開庁日以内

に回答することとされているところ、教育指導課は、４月２７日から１

週間以内の５月５日までに到達、という苦情申立人の希望には沿わな

かったものの、間に５月１日土曜日、２日日曜日及び３日から５日まで

の祝日を挟んでいたことを考えれば、４月２７日から４開庁日後の５月
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７日 付文 書で 回答 し た こと は、 極力 苦情 申立 人の 希望 に沿 った スケ

ジュールであったと判断した。  

（２）市民相談情報課としては、業務担当課が要綱に基づき回答期限を変

更した場合には、その旨を報告してもらうことが望ましいと認識してお

り、今後は、業務担当課が回答期限を変更した際は市民相談情報課に報

告を行うよう、要綱の改正や全庁的に周知すること等を検討していく方

針であると説明したことから、オンブズマンとしては、今後の市民相談

情報課の対応を見守ることとした。  

（３）市民相談情報課では、対応した経過が分かりかねる対応結果報告書

が提出された際には、業務担当課に再作成を依頼する等の対応に改善し、

今後も引き続き同様の対応を継続するとのことで、オンブズマンとして

は市民相談情報課の今後の対応を見守ることとした。  

＜市の対応＞  

令和４年１月２１日、市民自治部長より、オンブズマンに対し、３６

ページのとおり報告があった。  

******************************************************************  

（事例～３）生活保護費返還請求に係る件  

（対象機関：福祉部生活援護課）  

＜苦情の概要＞  

市で審査をして支給すると決定した生活保護費を返還せよというのはお

かしいし、根拠条文もおかしい、医療費の内容も虚偽である。担当職員は

正規の決裁手続きを経ずに作成した請求書・督促状等を郵送せず勤務時間

外及び休日に直接苦情申立人のポストに投函している。苦情申立人世帯の

かかっている病院と薬局の医事責任者に他の職員の名前をかたって連絡を

取っている。子の医療費の清算を障がい福祉課（現：障がい者支援課）と

会計課が振替伝票で処理することを承認したが、生活援護課が拒否したこ

とで実現しなかったことも今回の苦情につながっている。  

＜処理結果＞  

生活援護課（以下「担当課」という。）が傷病手当金を収入と認定し過

支給額の返還を求めていることに問題はないと判断した。  
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保護費の返還請求の法的根拠としては、民法第７０３条及び生活保護法

第６３条であるが、納入通知書兼領収書及び督促状の「摘要」欄には前者

については「地方自治法施行令第１５９条による戻入」、後者については

「生活保護法第６３条による返還金」との記載がそれぞれなされている。

前者のような表記は、請求を受ける市民の方に、地方自治法施行令第１５

９条が返還の根拠法であると誤解されるおそれが高く、請求の理由を明確

にするという観点からみて問題があると指摘せざるを得ないことから、オ

ンブズマンとしては、担当課のとっている現行の事務処理手続きについて

は改善すべきであると考え、担当課に対し、この点についての検討と、検

討結果の報告を求めた。なお、保護廃止決定通知書には「廃止の理由」と

して「過支給」との説明がなされていることから、返還請求手続きは違法

ではなかったと判断した。  

医療費の内容については、通院交通費（タクシー代）であり、医療扶助

として市が支払ったものであり、問題はないことを確認した。  

本件で問題とされている決定通知書及び請求書等については、苦情申立

人世帯を担当する職員が正式の手続きにより処理されたものであったこと

をオンブズマンは確認した。  

請求書・督促状等を直接苦情申立人のポストに投函した状況に、問題は

ないと判断した。  

苦情申立人世帯のかかっている病院と薬局の医事責任者に他の職員の名

前をかたって連絡を取っているとの点については、Ａ職員が他の職員の名

をかたったものではないとの説明をお伝えした。  

医療費の清算について、障がい者等医療費助成制度の適用となるのは苦

情申立人の子に係る医療費のみで、今回、医療費の全額が対象とならな

かったのは、同制度の適用とならない苦情申立人の夫の医療費が自己負担

分として含まれていたためであり市の対応に問題はないと判断した。  

＜市の対応＞  

令和４年３月９日、福祉部長より、オンブズマンに対し、３７ページの

とおり報告があった。  

************************************************************* ***** 
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（事例～４）私有地に埋設された下水管の撤去等に係る件  

（対象機関：都市整備部西北部総合整備事務所、経済部農  

業水産課）  

＜苦情の概要＞  

市が苦情申立人所有地（畑地）に埋設した下水管の撤去等に応じないの

は問題である。市は、私有地を利用して下水管を埋設したのであれば、

遡ってこれまでの使用料を支払う義務があり、また、下水管の撤去に応じ

ないのであれば、今後も継続して私有地を利用することに対する使用料を

支払う義務があるのではないか。  

また、市長を名宛人とする、これまでの経緯を記した書面を提出しよう

としたところ、職員に受け取りを拒否されたが、この対応は不当ではない

か。  

＜処理結果＞  

苦情申立人が撤去を求めている下水管（以下「本件対象管」という。）

につき、市の「下水道地図」からすると、市が下水道事業によって埋設し

たものとは考え難い。また、市から埋設を依頼されたとする昭和４０年代

から昭和５０年代にかけての土地改良事業に関して、農業水産課からの記

録を調査したところ、土地改良区による事業計画書や、土地改良区によっ

て造成された公共用施設の管理が市に引き継がれた引継書にも本件対象管

に関する記載はなかった。そのため、オンブズマンとしては、本件対象管

は市が埋設又は管理するものではないと考えざるを得ず、市がこれを撤去

したり、使用料を支払ったりする義務はないと判断した。また、苦情申立

人が提出した市長宛の文書（以下「本件文書」という。）につき、西北部

総合整備事務所は、対応窓口の有無を確認するため本件文書を預かり、後

日、対応できないため本件文書を返却して受け取らなかったことにした点

について、オンブズマンとしては、市民からこのような要望書が提出され

た場合には、預かり・返却するのではなく、受け取った上で複数課連携の

上、対応するよう申入れを行った。  
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＜市の対応＞  

令和４年３月２８日、都市整備部長より、オンブズマンに対し、３８

ページのとおり報告があった。  

******************************************************************  

（事例～５）可燃ごみが収集されなかった件  

（対象機関：環境部環境事業センター（南部収集事務所））  

＜苦情の概要＞  

朝に出した可燃ごみが、私のものだけ夜になっても回収されていないの

に気づき、翌朝、南部収集事務所に電話したところ、職員から、「朝８時

までに出しましたか？何か回収できないと張り紙はついていなかったです

か？」と聞かれた。また、連絡先と名前を聞いてきたが何のために聞いて

きたのか不明だった。回収できない時に連絡をするためだったのかもしれ

ないが一方的に犯人扱いされ気分が悪かった。私には聞いてきたのに担当

者の名前を名乗らないのもおかしいと思った。なぜごみが回収されていな

いのか原因を究明する前に、こちらの話に耳を傾けるのが先ではないか。

市民に寄り添うという姿勢に欠けている。  

＜処理結果＞  

南部収集事務所（以下「担当課」という。）には、ごみ収集に関する電

話が多数寄せられることから、対応の記録を残しておらず、本件電話対応

を特定できなかった。そのため、一般的な電話対応に基づき判断した。  

ごみの未収集についての電話連絡を受けた場合、その後の対応が異なっ

てくることから、ごみを出した時間や張り紙の有無について質問をするこ

とには必要性が認められ、これらを質問すること自体に問題はないと判断

したが、本件苦情の趣旨を受けとめ、今後一層丁寧な対応に努めるよう求

めた。  

また、連絡先と名前を質問したことについては、未収集のごみは当日改

めて収集を行っており、その場所を特定するため、これらを質問すること

の必要性は認められるが、個人情報を尋ねる場合は、その目的も伝える必

要がある（藤沢市個人情報の保護に関する条例第２条第１号）ため、今後

は、理由を説明した上で質問するよう申し入れた。  
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なお、担当課からは、電話対応において相手に不快を感じさせるような

対応をしないこと、職員氏名を名乗ることにつき、朝礼において職員に対

し改めて周知徹底したとの報告があった。  

****************************************************************** 

（事例～６）スポーツ推進課職員らの対応に係る件  

（対象機関：生涯学習部スポーツ推進課）  

＜苦情の概要＞  

市内のＡ体育館を利用していたところ、苦情申立人を含めた利用者への

対応が不適切な職員が複数いた。そのため、指定管理者を指導監督すべき

スポーツ推進課（以下「担当課」という。）へ指導を要請したが、担当課

において適切に職務が遂行されなかったことから、担当課の職員４人の不

適切な行為について調査を求める。  

＜処理結果＞  

担当課の職員がメール回答で用いた「現場」という表現は、指定管理者

の職員（人）を含めた表現として用いられたが、一般に「現場」とは、

「現実の場所」を指すものであり、メール受信者との間で行き違いが生じ

るため、今後回答を行う場合には受け手側の解釈に配慮するよう指摘した。  

それ以外の点については、市の職員４人の行為は不当なものではないと

判断した。  

******************************************************************  

 

＜行政対応に問題がなかったもの＞  

（事例～７）ふじさわ元気回復プレミアム商品券の換金期限に係る件  

（対象機関：経済部産業労働課）  

＜苦情の概要＞  

新型コロナウイルスの流行により来店人数が下がり続ける中、令和２年

１１月、藤沢商工会議所へサポート助成金、新規非接触事業を相談に行っ

た際、「ふじさわ元気回復プレミアム商品券」（以下「プレミアム商品券」

という。）を勧められＴＶ等でも全国で実施していることを知り参加した。  
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現在２人で店舗を経営しているが、新型コロナウイルスの影響で来店者

は激減し、もう 1 人の職員が他店へ出向したため、経理その他の多くの事

務関係の処理を私が引き継ぐことになり、未だに慣れない状態で、結果、

プレミアム商品券の換金日（令和３年３月１２日（金））が過ぎてしまっ

た。後日、商工会議所へ問い合わせたところ、もう締め切っていますので

対応換金はできないと断られてしまった。使用期間があることは理解でき

るが、仕事の報酬である換金に対して何故期限があるのか納得がいかない。

再度換金の枠を延長していただきたい。  

＜処理結果＞  

プレミアム商品券事業（以下「本事業」という。）の事業主体はふじさ

わ元気回復プレミアム商品券実行委員会（以下「実行委員会」という。）

で、オンブズマンの権限は「市の機関の業務の執行に関する事項及び当該

業務に関する職員の行為」に限られているので（藤沢市オンブズマン条例

第２条本文）、実行委員会の行為そのものについては判断できないが、実

行委員会は、同事業の実施に賛同する藤沢商工会議所、一般社団法人藤沢

市商店会連合会、公益社団法人藤沢市観光協会及び藤沢市等の関係各団体

からの代表者をもって組織されており、その中には市の代表者も含まれて

いることから、本事業において、換金期限の設定や取扱いについて、その

メンバーとして何らかの意見を述べていくべきであったかどうかにつき検

討した。  

本事業は、新型コロナウイルス感染症拡大により停滞する消費活動を喚

起することにより、市内経済の早期回復と活発化を図ることを目的とする

事業で、一定の実施期間を定めて行われた事業であるため、商品券に、利

用期限だけでなく換金期限を設ける必要があり、また、年度内での清算

(実行委員会から市への返金 )を行うため、換金期限はその清算に間に合う

よう設定する必要があることから、期限厳守（期限を超えた換金を受け付

けない）とすることは、公平・公正な運営の観点からも、やむを得ない取

扱いであると考えられる。  

取扱店舗が期限内に換金できるような対策としては、①本事業が換金期

限のある事業であり期限厳守であることは、取扱店舗に対し各種の方法
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（取 扱 店 舗 の 募 集 要 項 へ の 記 載 、 取 扱 店 舗 説 明 会 の 開 催 、 特 設

ホ ー ム ペ ー ジ 、 取 扱 店 マ ニ ュ ア ル な ど に よ る 周 知 や 、 全 取 扱 店 舗

宛 に ２ 月 ３ 日 付 で メ ー ル な い し 郵 送 な ど ）で周知されていた。②換

金方法としては、使用済み商品券を実行委員会に送付する必要があるが、

着払専用伝票・電話による集荷依頼という取扱店舗の負担が少ない簡易な

方法がとられており、また、令和２年１１月１日以降、取扱店舗に都合の

良いタイミングで何度でも行えることとなっていた。③商品券の利用期限

（２月末日）から換金期限（３月１２日）までの間隔が１２日間であるこ

とも、②のとおり換金方法が簡易であることに鑑みると特に短すぎるとは

いえない。  

よって、本事業の換金期限の設定や取扱いには特段問題はないと考えら

れることから、市が、実行委員会の中で、そのメンバーとして何らかの意

見を述べていくべきであったとは考えられない。  

なお、市は、本事業に対し補助金を交付しているが、事業主体ではない

ことから、市が換金を行うことはできない。  

以上より、オンブズマンは、本事業において換金期限を設けていること

にはやむを得ない理由があり、本事業の換金期限にまつわる市の対応には

問題はないものと判断した。  

******************************************************************  

（事例～８）里道（市道）の廃止等手続きに係る件  

（対象機関：道路河川部道路管理課、計画建築部開発業務課）  

＜苦情の概要＞  

開発行為に伴い、苦情申立人宅裏の里道の廃止、付替えが行われたが、

里道の廃止、付替えは隣接土地所有者の同意を得るべきである、また、里

道の廃止、付替え手続きについて、道路管理課から「規定はあるが公開し

ていない」との説明を受けているが、手続きを明確化し、かつ公開すべき

である。  
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＜処理結果＞  

本件苦情は、苦情申立人宅裏の道路が里道であることを前提とするもの

であるが、オンブズマンが調査したところ、本件道路は、そもそも「里道」

ではなく、道路法の適用がある「市道」であることを確認した。  

本件で行われたのは里道廃止、付替えではなかったが、苦情申立人が問

題とする、里道廃止、付替えの手続きの明確化、公開及び隣接土地所有者

の同意の点については、その手続きは「藤沢市廃道敷及び廃水路敷の処分

に関する取扱要綱」により明確化され、関係者から求めがあればお渡しす

る形で公開もしている。  

本件道路の付替えは、都市計画法第４０条第１項に基づくものである。

付替えの判断は市に委ねられ、近接土地所有者の同意を必要としないもの

である。もっとも、市は、近隣住民への配慮から、個別協議の回答に際し

事業者に対し、本件道路の付替えにつき近隣住民に周知・説明するよう指

導しているが、これも、近隣住民の同意を得ることまでを求めたものでは

ない。この周知についての確認は、開発業務課ではなく道路管理課が行う

ことになるが、道路管理課はその周知状況についても事業者に確認してお

り、本件道路は行き止まり道路であり、道路としての機能は認められず、

付替えには正当な理由があるとした道路管理課の判断・対応に問題はな

かったものと判断した。  

******************************************************************  

（事例～９）後期高齢者医療被保険者証の不交付及び同保険料の徴収方

法等に係る件  

（対象機関：福祉部保険年金課、財務部市民税課）  

＜苦情の概要＞  

後期高齢者医療保険料はそれまで年金から天引き（特別徴収）されてい

たはずなのに２～３年前に転居をしたところ、督促状が来たのでこの時は

保険料を支払ったが、その後、過払いということで返金を受けた。  

今年、新しい被保険者証（以下「保険証」という。）が交付される時期

となったが、同じように督促があり、現在まで新しい保険証も交付されて

いない。後期高齢者医療保険料は、年金から天引きされているはずである
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が、何故、徴収方法が変更され保険料を督促されるようになったのか、ま

た、何故、新しい保険証が交付されないのかオンブズマンによる調査を求

める。  

＜処理結果＞  

保険証が交付されないことについては、苦情申立人の手元にある保険証

が、令和４年７月まで有効であることが確認できた。  

また、①保険料の徴収方法が変更されたこと、②保険料を督促されたこ

とについて、保険年金課から、以下のとおり説明があった。  

①保険料の徴収方法が変更されたことについて、納付書払いによる徴収

を「普通徴収」といい、年金天引きによる保険料の支払いを「特別徴収」

というが、「特別徴収」の場合、例年２月分の保険料と同額が「仮徴収」

として、次の年度の４月分、６月分及び８月分の年金から天引きされる。

苦情申立人に関しては、令和元年度の保険料について、前年度２月分と同

額の仮徴収が予定されていたところ、令和元年６月に年額が確定した結果、

過払となり、その還付処理（口座振込）手続きは１２月までかかる。とこ

ろが期中、日本年金機構により苦情申立人の平成３０年度の年金額の更正

（変更）があった。そのため、令和元年７月に保険料の増額が決定され追

加徴収が必要となり、令和元年１０月分から令和２年３月分までの保険料

については、特別徴収から普通徴収の扱いとなった。こちらについては納

付済みである。  

②保険料を督促されたことについて、一度普通徴収に切り替わってし

まった保険料の徴収方法が再度特別徴収に戻るのは翌年１０月からとなる。

そのため、苦情申立人に対する徴収手続きにおいては、令和元年１０月分

から令和２年３月分までの保険料だけでなく、令和２年度前半分（令和２

年７月分、８月分及び９月分）も、普通徴収による保険料の請求がされて

おり、この分が未納となっているため督促状が送付された。  

オンブズマンとしては、特別徴収であったものが普通徴収に切り替わっ

てしまった第一の理由は、苦情申立人の平成３０年度の公的年金収入の情

報が更正されたことにあり、また、第二の理由は、一度普通徴収に切り替

わると特別徴収が再開されるのは翌年１０月になってしまうという制度上
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のものであるとの経緯から、市が行った苦情申立人に対する後期高齢者医

療保険料の徴収手続きに不備はないものと判断した。  

なお、念のため、年金額の更正について市民税課にも確認したが、不当

な点はなかった。  

******************************************************************  

（事例～１０）市民相談に対する市の対応に係る件  

（対象機関：道路河川部道路管理課）  

＜苦情の概要＞  

インターネットによる「わたしの意見・提案」を利用して道路管理課

（以下「担当課」という。）へ市道上にある不法占用物の撤去を令和３年

７月１１日付で依頼したが、わたしの意見・提案制度実施要綱での回答期

限を過ぎても、回答も回答遅延の理由説明もなかった。その後、８月６日

に回答があったが、依頼に対する対応が８月５日で対応内容も何も成果の

ないものだった。制度を利用して依頼しているので回答期日を守り、しっ

かりと依頼内容に対応（市道上の不法占用物の撤去を道路管理者の責務と

して対応）してもらいたい。  

＜処理結果＞  

「わたしの意見・提案制度実施要綱」では、回答は速やかに行うことと

し、原則、収受日から起算して１０開庁日以内に回答しなければならず、

期限に間に合わない場合は、回答期限内に状況を説明し、具体的な回答時

期を示さなければならないこととなっている。  

本件で苦情申立人が行った令和３年７月１１日付意見・提案（７月１２

日収受）についての回答期限は７月２７日であった。  

本件では、担当者は多忙であったことから、７月２７日までに本件占用

者に対する指導を行うことができなかったため、期限内に回答できなかっ

たとのことであった。「今後指導を行う予定である」旨の回答を期限内に

行うという選択肢もあったと思われるが、指導を行った上でその結果を回

答したほうが、より意味のある回答になることから、回答が期限を過ぎた

こと自体には正当な理由があったと判断した。  
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ただし、苦情申立人に対し、回答期限内に状況を説明し、具体的な回答

時期を示さなかったことは上記要綱に違反していることから、オンブズマ

ンは担当課に対し要綱違反であることを指摘したところ、担当課は、指導

不足を反省しており、今後は要綱内容を遵守するとのことなので、オンブ

ズマンはその対応を見守ることとした。  

本件苦情の中で、苦情申立人は、市がしっかりと依頼内容に対応するこ

と、市道上の不法占用物の撤去を道路管理者の責務として対応することを

求めている。  

この「市道上の不法占用物の撤去を道路管理者の責務として対応するこ

と」との点は、市政への一般的な要望であるところ、オンブズマンは、苦

情申立人が、苦情の申立ての原因となった事実について苦情申立人自身の

利害を有しないときは、苦情を調査しないこととなっている（藤沢市オン

ブズマン条例第１２条第１項第２号）ことから、オンブズマンとしては判

断をしないこととした。  

なお、その他の点における、担当課の苦情申立人に対する対応について

は、上記の回答期日に関する要綱違反および文書に誤記があったこと以外

には問題はないものと判断した。  

******************************************************************  

（事例～１１）倒木による家屋被害に係る件  

（対象機関：都市整備部公園課）  

＜苦情の概要＞  

令和３年、市（公園課（以下「担当課」という。））の管理する緑地か

ら強風によって木が倒れ自宅に損害が発生した。市より罹災証明書が発行

され、自宅は「全壊」認定を受けている。当初の話し合いでは「全壊」の

認定と建て直しという方向で話が進められていたところ、担当課から、罹

災証明と保険の適用は異なり、保険会社の調査により倒木が原因と認定さ

れた箇所だけを補償するという説明を受け、以後、損害に対する補償の問

題については解決されないまま現在に至る。何故、市の方針が決定するま

でにこれ程の時間がかかったのか、担当課の職員の対応に問題がなかった

のかについてオンブズマンによる調査を求める。  
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＜処理結果＞  

オンブズマン制度においては、倒木による損害の範囲や相当な補償の金

額について認定できるものではなく、また、既に双方に弁護士がつき交渉

を行っているということから、担当課の職員の行為に問題がなかったか、

すなわち、「保険会社の調査により倒木が原因と認定された箇所について

補償する」という方針が示されるまで時間がかかりすぎたかどうか、につ

いて判断した。  

苦情申立人が「時間がかかりすぎる」という不満を持った背景には、罹

災証明書で「全壊」と認定されたため、苦情申立人としては、市が建替え

まで補償してくれるのではないか、という期待を持ったことが考えられる。

しかし、罹災証明とは、災害対策基本法第９０条の２第１項を根拠とし、

大雨、強風や地震等の災害が発生した場合に、当該災害の被災者であるか

どうかを判定し、各種被災者支援策につなげる制度であり、災害の認定に

おいては、迅速かつ被災者支援の観点から行われることが求められる。一

方、市 は 損 害 保 険 会 社 と 保 険 契 約 を 締 結 し 、 損 害 は 民 間 会 社 で あ

る 損 害 保 険 会 社 が 補 填 す る た め 、 本 来 の 責 任 の 範 囲 を 超 え て 補 償

す る と い う の は 難 し い 。  

このように、罹災証明書と市による補償は、目的や根拠となる法制度、

基準が異なるので、双方の結果が一致するとは限らない。交渉にあたって

は、市民に対し、この点の相違を説明することが円滑な交渉にもつながる

と考える。  

オンブズマンは、担当課が建物所有者方に示した回答文書の提出を受け

たところ、交渉の経緯において、市として適正だと考える補償の範囲は、

建替えではなく損壊した部分の補修となる旨が、建物所有者方に文書で示

されたものといえると判断した。  

また、同日での見解の開示が遅いといえるかどうかについては、罹災証

明書が発行された日付と上記文書が示された日付からして、決して遅いも

のではないと判断した。  

****************************************************************** 
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（事例～１２）住民票閲覧制限に係る件  

（対象機関：市民自治部市民窓口センター）  

＜苦情の概要＞  

住民基本台帳の閲覧等におけるドメスティック・バイオレンス及びス

トーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のため

の措置（いわゆる支援措置）制度の運用に当たって、市は状況の確認を

怠っており運用を誤っているので、即刻、閲覧制限を解除していただきた

い。  

＜処理結果＞  

住民票等の閲覧制限については、ドメスティック・バイオレンス、ス

トーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者を保護するた

めとして、平成１６年５月３１日付「住民基本台帳事務処理要領の一部改

正について（通知）」（総務省自治行政局長、法務省民事局長）により、

住民基本台帳事務処理要領に、住民票等の閲覧制限に関する事項が追加さ

れた（以下「本件事務処理要領」という。）。  

ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれ

らに準ずる行為の被害者を保護することを目的とするとはいえ、措置申出

の段階では未だ係争中で、「被害者」と「加害者」であることが確定して

いない場合もあり、このような事例も措置の対象に含まれることについて、

総務省は、「措置の必要性を判断するために事実関係の確定等を待つこと

とした場合、その間に申出者の住所が探索されてしまう懸念もあることか

ら、支援措置は、申出内容について、相談機関の意見なども聞きながら、

必要性を判断するスキームとしているものです。」（平成２５年１０月１

８日付総務省自治行政局住民制度課「ＤＶ等被害者支援措置における「加

害者」の考え方について」より）と説明し、判例も、本件事務処理要領に、

加害者の言い分を聴取するための規定や、加害者に関する調査をするため

の規定が設けられていないのは、「被害者の住所等の個人情報が漏えいす

ることは被害者の生命・身体の危険に直結するおそれがあることから、被

害者の安全確保を優先するためと解される」としている（名古屋高等裁判

所平成３１年１月３１日判決）。  
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そして、市町村が処理する住民基本台帳法上の事務については、国が必

要な指導を行う旨が法で定められている（住民基本台帳法第３１条）こと

から、市（市民窓口センター（以下「担当課」という。））も本件事務処

理要領に従うことになる。  

オンブズマンが、担当課に対し、藤沢市オンブズマン条例に従った調査

を行った結果、本件における閲覧制限は本件事務処理要領に従った処理で

あり、本件に係る担当課の処理に誤りはないと判断した。  

******************************************************************  

（事例～１３）長後市民センター福祉窓口職員の対応に係る件  

（対象機関：市民自治部長後市民センター）  

＜苦情の概要＞  

長後市民センター福祉窓口で手続き中に、窓口職員の知人がきたので、

苦情申立人の処理を中断し、その知人の依頼を処理し、当方を後回しにし

た。  

＜処理結果＞  

苦情申立人は「自立支援医療受給者証」に記載されている指定医療機関

名の変更手続きのために来所した。この手続きでは、福祉窓口職員は、最

初に、申請内容の審査のために福祉事務所に申請書をＦＡＸで送り、審査

が通った後、受給者証を手書きで修正し、その後、再度、福祉事務所に手

書き修正した受給者証をＦＡＸで送り、修正内容の確認を行ってもらって

いるが、福祉事務所の審査及び確認中は、申請者は待機状態となり、この

間、福祉窓口では、全体の待ち時間を少しでも減らすため、次の人の受付

を行うことがあるが、こういった業務の流れが苦情申立人に誤解を与えて

しまい、今回の訴えに至った可能性がある。当日の具体的な状況について

は、苦情申立人が「知人の依頼処理のために後回しにされた」と感じられ

た場面も含め、担当職員の記憶がないとのことで、事実を確認することは

できなかった。  

オンブズマンとしては、窓口における手続きに時間がかかってお待ちい

ただくことがあるような場合に、市民の方に順番を飛ばされたと思わせる

ようなことがないよう丁寧な配慮が必要であると考え、長後市民センター
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においても、今回の苦情申立てを踏まえ、市民の方への説明をより徹底し

て行っていくよう窓口職員に周知したことを苦情申立人に伝え理解を求め

た。  

******************************************************************  

（事例～１４）藤沢市内小中学校の学区の取り決めに係る件  

（対象機関：教育委員会教育部学務保健課）  

＜苦情の概要＞  

現行の市内小中学校の学区設定によれば、苦情申立人の子は、将来、自

宅最寄りの学校に通えない上に、安全対策のとられていない通学路による

通学を強いられることになり、合理性を欠くので改善してもらいたい。  

＜処理結果＞  

市の就学校指定については、あらかじめ設定した学区に基づき指定する

という方法が採用されているところ、具体的な学区の設定にあたっては、

自治会との調整、各学校の規模（教室の数等）などにより、通学路の安全

も考慮しつつ設定される。自治会との調整において示された住民の総意や、

各学校が持つ地域との繋がりの歴史は一定程度尊重する必要があり、また、

学校の規模という物理的な要素も考慮せざるをえず、これらを考慮しても

なお許容することができないほど不合理な学区設定といえるかどうか、と

いう観点で判断することとなる。  

オンブズマンとしては、通学距離や通学路の安全性は、児童・生徒に

とって大切な問題であり、学区設定の問題の有無を判断するにあたり考慮

すべき要素であると考えるが、通学距離については、各学校の規模により

学区の広さも異なり、学校が常にその学区区域の中心に位置するとは限ら

ないことから、「最寄りの学校」の学区とならないケースが生じ得ること

は、ある程度はやむを得ないと考える。また、通学路の安全性については、

ハード・ソフト両面からのさまざまな安全対策が実施されているが、そも

そも学校ごとに周辺道路の状況（道幅等）は異なることから、安全対策を

実施してもなお、通学路の安全性や安心の度合いに、学校間での差が残っ

てしまうことは、ある程度はやむを得ないと考える。  
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以上を前提に検討した結果、オンブズマンは、苦情申立人の住所地にか

かる学区設定に不合理性を見出すことはできず、問題はないものと判断し

た。  

******************************************************************  

 

（３）調査を中止・打ち切ったもの  

（事例～１５）障がい者支援課の対応に係る件  

（対象機関：福祉部障がい者支援課）  

＜苦情の概要＞  

市内に居住する方の保佐人に就任したので、障がい者支援課に赴き、保

佐登記事項証明書、私の身分証明書を提示の上、諸手続きを行った。その

際、本人（被保佐人）が障がい者医療証を所持しているかどうかを調査す

る必要があったので、質問したところ、回答を拒否された。  

＜処理結果＞  

本件については、調査開始後、苦情申立てが取り下げられたことから、

オンブズマンは調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１

３条第２項）。  

****************************************************************** 

 

 

（４）調査をしないこととしたもの  

（事例～１６）停電時の防災行政無線の活用に係る件  

（所管：防災安全部防災政策課）  

＜苦情の概要＞  

令和３年３月２１日（日）午後８時頃より辻堂を中心とした地区で３時

間の大規模な停電が発生した。東京電力に電話をしたが「休みのため月曜

日に電話してください。」との録音が流れるばかりで、やむなく市役所に

電話をしたが、守衛しかいなくまったく埒があかなかった。  
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＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～１７）公園の管理計画に係る件  

（所管：都市整備部西北部総合整備事務所）  

＜苦情の概要＞  

西北部総合整備事務所で進められている公園の管理計画について、既に

決定していた計画が突然覆され、地元の事業者への管理委託が内々に決定

している。行政内の不正処理に当たるのではないか。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例上、苦情申立人は申立て内容につき自身の利害

を有することが必要要件となっていることから、オンブズマンは本件苦情

について調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第

１項第２号）。  

******************************************************************  

（事例～１８）洪水ハザードマップに指定された土地の固定資産税等に

係る件  

（所管：財務部資産税課）  

＜苦情の概要＞  

洪水ハザードマップに指定された土地は資産価値が低減するのに固定資

産税・都市計画税が減額されていない。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～１９）善行駅西口ロータリーへの一般車進入禁止に係る件  

（所管：道路河川部道路整備課）  
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＜苦情の概要＞  

善行駅西口駅前広場ロータリーの整備による一般車（自家用車）の進入

禁止措置をやめてもらいたい。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～２０）市営プールの休館に係る件  

（所管：生涯学習部スポーツ推進課）  

＜苦情の概要＞  

新型コロナウイルス感染症が拡大する中、市営のプールを休館して欲し

い。辻堂の神奈川県営のプールは休館になっているにもかかわらず、市営

のプールが休館にならないのはおかしい。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例上、苦情申立人は申立て内容につき自身の利害

を有することが必要要件となっていることから、オンブズマンは本件苦情

について調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第

１項第２号）。  

******************************************************************  

（事例～２１）教育委員会への苦情が放置されていたことに謝罪を求め

る件  

（所管：教育委員会教育部教育指導課）  

＜苦情の概要＞  

当時小学生だった苦情申立人の子が学校の他クラスの子に嫌なことを言

われているのを先生に言ったが止められず、教育委員会で調査するとのこ

とだったが忘れられ放置されていたため、精査と謝罪を求める。  

＜処理結果＞  

苦情内容からすると、苦情の原因となった事実、すなわち、子が他クラ

スの子から嫌なことを言われたという事実、学校及び教育委員会の不作
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為・放置等の事実があったと考えられるのは、平成２０年から平成２１年

ないしは子が小学校を卒業する時点くらいまでと考えるのが相当である。

オンブズマンへの苦情申立ては、苦情の申立ての原因となった事実があっ

た日より１年以内とされていることから、本件苦情はオンブズマンの調査

対象とならないと判断した（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第３

号）。  

******************************************************************  

（事例～２２）海の家の早期解体費用に係る件  

（所管：経済部観光課）  

＜苦情の概要＞  

海の家の早期解体費用が支払われるようだが、支払いを中止して欲しい。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例上、苦情申立人は申立て内容につき自身の利害

を有することが必要要件となっていることから、オンブズマンは本件苦情

について調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第

１項第２号）。  

******************************************************************  

（事例～２３）植木放置による被害に係る件  

（所管：道路河川部道路管理課）  

＜苦情の概要＞  

近隣の民家の植木が道路まで迫り出ていて、落葉も多く、枝が電線に絡

んでいるのも危険なので何とかしてもらいたい。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～２４）市職員による個人情報漏えい疑いに係る件  

（所管：市民自治部市民窓口センター）  
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＜苦情の概要＞  

市職員が私の個人情報を漏えいしている疑いがあるため調査をしてもら

いたい。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～２５）神奈川県及び市の新型コロナウイルス感染患者数が減少

しないことに係る件  

（所管：健康医療部地域医療推進課）  

＜苦情の概要＞  

神奈川県及び市の新型コロナウイルス感染患者数が減少しない。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例上、苦情申立人は申立て内容につき自身の利害

を有することが必要要件となっていることから、オンブズマンは本件苦情

について調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第

１項第２号）。

******************************************************************  

 

 

（５）処理中のもの  

（事例～２６）町内会館の対応に係る件  

（所管：その他）  

＜苦情の概要＞  

某町内会館の利用料金につききちんと管理をしてもらいたい。しかるべ

き連絡先を教えてもらいたい。  

＜処理結果＞  

処理中（３月３１日現在）  

******************************************************************  
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（令和２年度事例～５）行政不服審査における口頭意見陳述手続きに係

る件（対象機関：総務部行政総務課）  

＊令和２年度に、オンブズマンが苦情申立て処理を行い、総務部長に対

し申入れを行った件につき、令和３年３月２３日時点において、市の

対応が未了であったことから、改めて対応を行い報告するよう申入れ

を行っていた件（令和２年度運営状況報告書４１ページ掲載。事例の

概要およびオンブズマンの申入れの内容は以下のとおり。）。  

 

＜事例の概要＞  

藤沢市情報公開条例上の諾否決定にかかる審査請求につき、苦情申立

人が行政不服審査法第３１条による口頭意見陳述等の申立てを行ったの

に、審査庁である行政総務課は藤沢市情報公開審査会に諮問する前に口

頭意見陳述の機会を設けなかったとして苦情申立てがされた事例。  

＜オンブズマンの申入れの内容＞  

藤沢市情報公開条例上の諾否決定にかかる審査請求がなされ、審査庁

である行政総務課が藤沢市情報公開審査会へ諮問する前に、審査請求人

から審査庁に対し口頭意見陳述の求めがあった場合には、口頭意見陳述

手続きは同審査会への諮問より前に実施すること。また、行政不服審査

法に基づき審査庁が行うと定めている各手続きを審査庁として行うこと。  

 

＊これに対し、令和３年９月９日、市長より、オンブズマンに対し、以

下のとおり報告があった。  

また、令和４年３月、「藤沢市情報公開条例  解釈運用基準」の改訂

があった。  

 

 

市 の 対 応  
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※資料２については掲載省略  
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（事例～２）市民相談の回答が規定どおりに処理されていない件  

（対象機関：教育委員会教育部教育指導課、市民自治部  

市民相談情報課）  
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（事例～３）生活保護費返還請求に係る件  

（対象機関：福祉部生活援護課）  
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（事例～４）私有地に埋設された下水管の撤去等に係る件  

（対象機関：都市整備部西北部総合整備事務所、経済部  

農業水産課）  
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（※個人情報への配慮等から略記されている箇所があります。）  

（ １ ） 苦 情 申 立 て の 趣 旨 に 沿 っ た も の  

（事例～１）対象機関：都市整備部公園課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

市内公園の清掃作業に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である都市整備部公園課に対

し今後の対応を含め課としての見解を求めました。その結果は以下のとお

りです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

令和３年１０月某日、市内公園で子供を遊ばせていたところ、通知な

しにいきなり公園の清掃作業が始まりました。多数の子供達が遊んでい

たにもかかわらず、子供達の近くでブロワーを使用して清掃され、砂埃

が舞っていました。  

（２）苦情申立ての理由  

せめて清掃作業が開始される前に公園にいる人達に案内があれば、別

な場所に移動もできましたが、皆戸惑う状態でした。前もって清掃作業

を予告する、もしくは、清掃作業開始前に公園にいる人達に案内すると

いったことが必要ではないでしょうか？  

 

２．都市整備部公園課の回答  

事実確認調査により、本件の苦情内容は公園清掃等業務委託における落

ち葉清掃作業に対するものと確認いたしました。  

市内公園の落ち葉清掃（ブロワー使用）を行うにあたり、公園利用者に

対し、作業を行う旨の声掛けが、一部利用者のみとなっていたこと及び声

掛けを作業を止めずに行っていたことを確認いたしました。  

公園課の見解といたしましては、業務委託の仕様書において、作業の際

全 文  
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は公園利用者へ配慮し行うこととしており、今回の作業については、公園

利用者への配慮が欠けていた部分があったと考えております。  

今後の対応といたしましては、作業前における公園利用者への声掛け及

び作業中における公園利用者への配慮について、改めて徹底するよう、受

託業者へ指導を行ってまいります。  

 

３．オンブズマンの判断  

本件苦情において、苦情申立人は、公園利用中に通知や案内もなしにい

きなり清掃作業が始まり、皆戸惑う状態であったことから、前もって清掃

作業を予告するないしは作業開始前に利用者への案内が必要ではないのか、

との苦情を申し立てられています。  

この点につき、市内公園を管理している公園課としては前記２のとおり、

事実確認の上、今回の作業については公園利用者への配慮が欠けていた部

分があったことから、公園利用者への配慮について改めて徹底するよう受

託業者へ指導をするとのことでしたので、オンブズマンとしては今後の公

園課の対応を見守ることといたしました。  

以  上  

 

******************************************************************  

 

（ ２ ） 苦 情 申 立 て の 趣 旨 に 沿 え な か っ た も の  

＜ 行 政 対 応 に 問 題 が あ っ た も の ＞  

（事例～２）対象機関：教育委員会教育部教育指導課、市民自治部市民

相談情報課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

市民相談の回答が規定どおりに処理されていない件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である教育委員会教育部教育

指導課及び市民自治部市民相談情報課より事情を聴取する等の調査を行い

ました。その結果は以下のとおりです。  
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１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての理由  

市民の意見・提案等に対する報告等の期限は市民相談情報課が報告等

の期限を設けている。それが無理な時は、上記期限内に対応ができない

場合は提案者に回答が遅れる旨の説明をして、回答予定時期を連絡する

とともに、市民相談情報課にも連絡することになっている。  

今回は以前提出したものが遅れていたので令和３年４月２７日（火）

まだ返信できないと教育指導課の面談で言われたので、その場で、来週

水曜５月５日まで返信してほしい旨を市民相談情報課に直接連絡すると、

「４月３０日投函ですね。」と確認された。時間がないのでその日はＡ

課長に「たいした内容で返信できない。」と言われたので、「とりあえ

ず送ってもらい不明な点は再度質問する。」と答えた。  

すると、４月３０日１７時１５分直前、Ｂ職員（スクールロイヤー）

から電話があり、会話したくない旨を伝えたが、一方的に「４月３０日

の投函はできない。」と告げられ、「それは納得できない。」と話した

が、歯医者からもう一本の大切な電話に出るため、Ｂ職員に断った上で

そちらの電話に出たら、市役所は閉庁の上に電話が通じず、２８－１０

００のコールセンターで対応できる部署（秘書課）に繋いでもらい、Ｃ

職員に相談し、５月６日市民相談情報課に回答が遅れる旨がきているか

（５月６日確認。きてなかったそうです。）、回答予定日が知らされな

かったことを伝えてもらうようにした。  

実は、５月６日、Ｄ市民相談情報課長に４月３０日他の質問の件で教

育指導課に午後５時過ぎくらいに足を運んでもらっているとき、Ａ課長

とＢ職員は席にいたそうなので、本来ならそこで４月３０日に投函でき

ない事情を相談し、その上で市民に伝える手順をするはずだったと考え

ます。電話は教育指導課の職員の方の手を止めるので文書で質問とかを

出していますが、電話で答えてもらうときは、この件に対してと明確さ

に欠けてしまうときがあるので文書での返信を基本的にお願いしていま

す。  
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令和３年２月１８日、オンブズマンも、「回答は速やかに行う、原則

１０日以内、回答期限は間に合わない場合は状況を説明」と示していま

す（市として同じ間違いを生じさせないために。）。  

今回も４月２２日にフォロー。閉庁しているのにまた５連休に入る直

前に４月３０日に投函はできない趣旨だけ一方的に言われる。以上のこ

とは要綱違反と思われます（市民相談情報課にも伝えていない。）。  

Ｄ課長は市民のためにその旨はＡ課長に５月６日伝えていただきまし

たが、市として指導してください。  

また、前回、電話での回答に対しては、行き違いが生じないよう対応

結果報告書の「対応した内容」を送付していただき、やり取りの詳細が

確認できるよう市民相談情報課にお願いしています。ただ、内容に回答

した内容が入っていないことが多く、文書で回答した場合の写しがない

のは中味の確認のしようがなく困っています。ここには対応した内容を

記入することをご指導していただけたらと思っています。  

（２）苦情申立ての趣旨  

令和３年３月に提出したわたしの意見・提案について、①４月３０日

１７時１５分、Ｂ職員（スクールロイヤー）から電話があり、連休前の

週末閉庁直前に状況の説明もなく一方的に４月３０日の投函はできない

と言われたこと（市民相談情報課にも伝えていないこと）は要綱違反と

考える、②市民相談情報課は市として指導してほしい、③対応結果報告

書に回答した内容が入っていないことがあるので、対応した内容を記入

することを指導してほしい。市民相談の回答が規定どおりに処理されて

いない。  

 

２．市民自治部市民相談情報課の説明  

（１）わたしの意見・提案制度における回答期限等（苦情申立ての趣旨②）

について  

同回答期限については、「わたしの意見・提案制度実施要綱（令和３

年４月１日から施行、以下「要綱」という。）」第６条（改正前は第７

条で規定内容はほぼ同じ。）に規定していて、回答期限を迎えても対応
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結果報告書が未提出の課等に対しては、広聴主管課（市民相談情報課）

から該当課に連絡し、状況を確認するようにしています。  

要綱においては、回答期限を超える場合の対応として、意見・提案者

への説明と回答可能な期限を示すことを定めているものであり、本課へ

の報告は求めておりません。  

一方で、本課といたしましては、業務担当課（本件では教育指導課）

における進捗状況を把握するため、業務担当課が要綱に基づき回答期限

を変更した場合には、その旨を本課に報告してもらうことが望ましいも

のと認識しております。このため、今後は、業務担当課が回答期限を変

更した際は本課に報告を行うよう、要綱の改正や全庁的に周知すること

等を検討してまいります。  

また、教育指導課が、仮に４月３０日が要綱上規定された期限であっ

たとして、苦情申立人に対し、回答期限を延長する旨の連絡をした際、

状況の説明及び具体的な回答時期が示されなかったということであれば、

その点については、市民相談情報課から教育指導課に対し、指導するよ

うにいたします。なお、市民相談情報課は、新たな回答時期を設定する

立場にないので、市民相談情報課の職員が４月３０日を新たな回答時期

とすることについて同意するようなことはありません。  

（２）対応結果報告書の記載事項（苦情申立ての趣旨③）について  

本課といたしましては、対応結果報告書の「対応した内容」の欄につ

いては、意見・提案者と業務担当課とのやり取りを記録として保存する

ことを目的に、詳細に記載することが望ましいと認識しています。以前、

苦情申立人から、「対応した内容」に詳細な記載がないとの指摘を受け、

対応した経過が分かりかねる対応結果報告書が提出された際には、業務

担当課に再作成を依頼する等の対応に改善したことから、引き続き同様

の対応を継続してまいります。  

（３）ＦＡＸによる意見・提案への回答については、ダイヤルの誤操作等

による誤送信リスクを回避するため、原則ＦＡＸ送信は禁止されている

ことから、事務手続き上確実に送れる手段（郵送ないしは電子メール）

で送ることとなっています。  
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３．教育委員会教育部教育指導課の説明  

（１）本件で苦情申立人が苦情を申し立てているのは、令和３年３月１０

日から３月３１日までにＦＡＸにて提出された８通の意見・提案 (以下

「本件８通意見・提案」という。 )についてである。  

（２）苦情申立ての趣旨①に対する教育指導課の見解。  

教育指導課としては、意見・提案者（苦情申立人）に寄り添った回答

のできる方法として、当初から、直接電話による回答や面談の際の回答

が望ましいと考えていてそのように対応していたが、３回目となる４月

２７日の面談において、明確に文書による回答を求められたことから、

５月７日付にて本件８通意見・提案について文書（郵送）で回答をした。  

これまで３月２日、同月２５日及び４月２７日の３回行った面談によ

る回答のほか、３月１０日付意見・提案については教育指導課長より期

限内に電話にて回答している。２９日から３１日付までの意見・提案

（６件）についても、とても期限内に回答することは困難であったため、

教育指導課長よりその旨及び次回面談の際にお話ししたい旨電話でお伝

えしていた。  

４月２７日の面談時に苦情申立人より「４月３０日までの回答」を求

められた点については、できる限り要望に沿った回答をするよう努める

べきであるが、要綱上それが変更不可の期限となる規定はなく、実際回

答も困難であったため、４月３０日にＢ職員より、同日までの回答は難

しくゴールデンウィーク明けになる見込みであると連絡していて、さら

に、５月６日に教育指導課長より改めてその旨連絡をしていることから、

要綱の規定に沿った対応をしており、また、４月３０日から２開庁日に

て回答しており、「回答は速やかに行うこと」という要綱第６条第１項

の趣旨にも反しない。  

 

４．オンブズマンの判断  

本件苦情において、苦情申立人からは、令和３年３月に提出したわたし

の意見・提案について、（１）４月３０日１７時１５分、Ｂ職員（スクー

ルロイヤー）から電話があり、連休前の週末閉庁直前に状況の説明もなく
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一方的に４月３０日の投函はできないと言われたこと（市民相談情報課に

も伝えていないこと）は要綱違反と考える、（２）市民相談情報課は市と

して指導してほしい、（３）対応結果報告書に回答した内容が入っていな

いことがあるので、対応した内容を記入することを指導してほしい、との

苦情を申し立てられています。以下検討いたします。  

（１）一方的に４月３０日の投函はできないと言われることは要綱違反と

考える（市民相談情報課にも伝えていないこと）、との苦情について  

まず、教育指導課は、ＦＡＸ（文書）でなされた本件８通意見・提案

に対して、電話や面談での対応を行いました。このような対応は、要綱

が、  

・市民の意見等に対する回答は、原則として意見・提案文書の提出方法

と同様の手段を用いるものとするものの、電話又は面談等で直接対応

を図る必要のある案件などの事由があるとき等はこの限りではないこ

と（第７条第１項）、  

・市民の意見等への回答は、原則として意見・提案文書を単位として行

うものの、同一の意見・提案者等から同趣旨の意見等が同時期に複数

寄せられた場合においては、まとめて回答すること（第７条第２項）、  

を認めていることからすれば、電話・面談で解決を試みるという対応自

体、不当なことではないと考えます。  

しかし、手続きの明確性の点では改善の余地があると考えます。  

すなわち、教育指導課の説明では、３月１０日付意見・提案に対して

は、「期限内に電話にて回答した」としているものの、当該電話がなさ

れた具体的な日時については不明であり、同様に、３月２９日から３１

日付までの意見・提案について、「回答期限内に回答はできないこと、

次回面談の際にお話ししたい旨伝えていた」とするものの、伝えた具体

的日時については不明です。  

要綱が求める期限内に、必要とされる対応をとっていたのであれば、

後日の明確性のために、具体的にいつ、どのような対応をしたのか、記

録しておくことが望ましいと考えます。  

次に、教育指導課は３回目の面談（４月２７日）で苦情申立人から４
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月３０日までの文書による回答を求められたことから、５月７日付で文

書回答しました。  

この点、要綱第６条第３項は、意見・提案に対する回答について、１

０開庁日以内という原則的な回答期限によりがたい場合、業務担当課が、

具体的な回答時期を示すことを求めているものの、新たな回答時期につ

いて、広聴主管課や意見・提案者の同意を要するとは規定していません。  

従って、新たな回答時期については、業務担当課の判断で設定するこ

とができるのであるから、意見・提案者が期限を定めたとしても、それ

はあくまで意見・提案者の希望であって、業務担当課はこれに拘束され

ないことになります。  

また、要綱は、業務担当課が当初の回答期限に回答しないこと及び新

たに設定した回答時期について、広聴主管課に報告しなければならない

旨は規定していません。「わたしの意見・提案制度事務処理要領」（以

下「要領」という。令和３年４月１日に改正が行われたこと、条項に変

更がない場合は改正後の定めを摘示することについて要綱と同様としま

す。）にも、そのような規定はありません、業務担当課である教育指導

課には、期限に遅れる、あるいは期限を変更したことについて広聴主管

課である市民相談情報課に報告すべき要綱・要領上の義務はありません。  

以上のことから、本件では、意見・提案を行った苦情申立人が、４月

２７日から１週間以内の回答を求めたとしても、これはあくまで希望で

あり、教育指導課がこれに沿った回答をしなかったこと、それについて

市民相談情報課に報告しなかったことについて、要綱上の問題は認めら

れません。  

教育指導課は、苦情申立人の希望を受け、５月７日付文書で回答を行

いました。４月２７日から１週間以内の５月５日までに到着、という苦

情申立人の希望には沿わなかったものの、間に５月１日土曜日、２日日

曜及び３日から５日までの祝日を挟んでいたことを考えれば、４月２７

日から４開庁日後の５月７日付文書で回答したことは、極力苦情申立人

の希望に沿ったスケジュールであったとオンブズマンは考えます。なお、

ＦＡＸによる意見・提案に対する回答方法としては、全庁的にＦＡＸの
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送信が原則禁止されていることから、郵送により回答することに問題は

ありません。  

（２）市民相談情報課は市として指導してほしい、との苦情について  

この点につきましては、前記２（１）（市民相談情報課の説明）のと

おり、市民相談情報課としては、業務担当課が要綱に基づき回答期限を

変更した場合には、その旨を報告してもらうことが望ましいと認識して

おり、今後は、業務担当課が回答期限を変更した際は市民相談情報課に

報告を行うよう、要綱の改正や全庁的に周知すること等を検討していく、

とのことですので、オンブズマンとしては、今後の市民相談情報課の対

応を見守ることといたします。  

（３）対応結果報告書に回答した内容が入っていないことがあるので、対

応した内容を記入することを指導してほしい、との苦情について  

前記２（２）のとおり、市民相談情報課では、対応した経過が分かり

かねる対応結果報告書が提出された際には、業務担当課に再作成を依頼

する等の対応に改善し、今後も引き続き同様の対応を継続するとのこと

でした。  

この点についても、オンブズマンとしては市民相談情報課の今後の対

応を見守ることといたしました。  

以  上  

 

＜市の対応＞  

令和４年１月２１日、市民自治部長より、オンブズマンに対し、３６

ページのとおり報告があった。  

 

****************************************************************** 
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（事例～５）対象機関：環境部環境事業センター（南部収集事務所）  

＜苦情申立ての趣旨＞  

可燃ごみが収集されなかった件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である環境部環境事業セン

ター（南部収集事務所）より事情を聴取する等の調査を行いました。その

結果は以下のとおりです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

朝に出した可燃ごみが、私のものだけ夜になっても回収されていない

のに気づき、翌朝、南部収集事務所に電話した。  

事情を話してごみを回収してもらおうとしたが、電話での職員の対応

の感じが悪くあれから１ヶ月以上たつがいまだに腹立たしいため苦情を

入れる。  

（２）苦情申立ての理由  

まず事情を話した後、前にも缶が回収されないことがあった。しっか

り回収して欲しいと依頼したが、なぜか職員は勘違いし缶の収集業者に

言っておきますとのこと。今回は缶は関係ないのになぜ連絡が必要なの

かとその時から不信感を持った。さらに今度は私が決まりを守って出し

ていないと思ったのか朝８時までに出しましたか？何か回収できないと

張り紙はついていなかったですか？と聞いてくる。私のごみだけが回収

されていないのが不思議に思ったのかもしれないが、それはこっちが聞

きたい話でその時点でかなり頭にきた。また連絡先と名前を聞いてきた

がこれがまた何のために聞いてきたのか不明だった。回収できない時に

連絡をするためだったのかもしれないが一方的に犯人扱いされ気分が悪

かった。また、私には聞いてきたのに担当者の名前を名乗らないのもお

かしいと思った。なぜごみが回収されていないのか原因を究明する前に、

こちらの話に耳を傾けるのが先ではないか。市民に寄り添うという姿勢

に欠けている。今後、また連絡する機会があったとしてもこの担当者に

は担当して欲しくない。  
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２．環境部環境事業センター（南部収集事務所）の説明  

（１）電話での対応業務について  

①  南部収集事務所には、ごみ収集に関する電話が毎日多く寄せられる。

５人ほどの職員が１日に１人あたり１５件から２０件ほどの電話に対

応しているので、毎日７０件から１００件近く受けていることになる。

そのうち、本件のようなごみの未収集の電話は約１～２割ほどである

（最も多いのはごみの分別についての問い合わせ）。  

このように電話の件数が多いため、対応の記録をとっていない。そ

のため、職員に確認をしたが、本件で問題となっている電話に対応し

た職員を特定することができず、電話対応の具体的な内容も調べるこ

とができなかった。  

②  職員は電話に出る際、「南部収集事務所、〇〇です。」と名乗るの

が通常となっているが、本件では名乗らなかったのかもしれない。  

（２）未収集の電話連絡を受けた場合の対応について（本件電話対応が特

定できなかったため、以下、一般的な電話対応についての説明）  

①  ごみ出しの時間を質問することについて  

可燃ごみについては、週２回、午前８時までに出してもらい収集を

行っている。  

ごみの未収集の電話連絡を受けた際、ごみを出した時間を質問する

場合もある。その理由は、朝８時までに出されている場合は「こちら

のミスで申し訳ありません」と謝罪することになるし、朝８時より後

に出された場合には「（このあと収集には伺いますが、 )今後は８時

までに出してください」などと伝えることになり、対応が異なってく

るためである（現に「８時を過ぎて出してしまった」という市民の方

もおられる）。  

なお、午後５時までに未収集の連絡を受けたものについては、ごみ

が出された時間に関係なく、改めて、その日に収集を行っている。  

②  張り紙の有無を質問することについて  

ごみ収集の際、収集できないものについては、張り紙シールを貼っ

た上、「レ点」で理由を示すこととしている。  



 

 - 50 -   

未収集の電話連絡では、張り紙が張ってあるケースもあり、収集で

きない理由としてどの項目にチェックが入っているかにより案内する

内容が異なってくるため、張り紙の有無を質問している。  

③  連絡先、氏名を質問することについて  

未収集の連絡を受けた場合、改めて収集に伺うため、その場所を特

定するために住所・氏名を、また、区画整理などにより地図で確認で

きない場合に備え電話番号も、質問している。  

④  缶業者への連絡という話について  

これは、「以前未回収があったことを缶の収集業者にも言っておき

ます。」との趣旨だったのではないかと思われる。  

（３）今後の対応について  

本件については、対応した職員を特定できなかったが、電話の内容

（やりとりの中で何を聞いたかなどの形式面）よりも、職員の態度・対

応に、苦情申立人を不快にさせるような問題があったのではないかと思

う。  

今回の苦情申立てを受け、朝礼において、市民に寄り添うような対応

を心がけるよう、また、職員氏名を名乗ることも徹底するよう、改めて

周知した。  

 

３．オンブズマンの判断  

（１）はじめに  

上記「担当課の説明」のとおり、担当課（南部収集事務所）に寄せら

れるごみの未収集に関する電話の件数は多く、対応の記録を残していな

いことから、担当課において本件苦情の対象となった電話対応を行った

職員や対応内容について特定できなかったとのことでした。  

そのため、オンブズマンの調査においては、担当課からは、本件電話

対応の具体的な状況については説明を受けることができず、一般的な電

話対応についてのみ説明を受ける形となりました。  

以下、この一般的な説明にもとづき判断をいたします。  

（２）ごみを出した時間や、張り紙の有無を質問することについて  
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担当課の説明によれば、ごみを出した時間によって、謝罪をするか、

今後の注意喚起をするかといった対応が異なってくるとのことです。ま

た、張り紙の有無や（張り紙があった場合の）チェック内容により、案

内する内容が異なってくるとのことです。  

そうだとしますと、ごみの未収集についての電話連絡を受けた場合、

ごみを出した時間や張り紙の有無について質問をすることには必要性が

認められますので、これらを質問すること自体に問題はないとオンブズ

マンは考えます。  

ただし、本件苦情の中で、苦情申立人は、電話対応した職員から、自

分の話に耳を傾ける姿勢がないまま上記のような原因究明の質問をされ

ていると感じ、犯人扱いされたように受けとめたとの趣旨を述べておら

れます。  

上記のとおり、本件における職員の電話対応が具体的にどのようなも

のであったかについては、調査できなかったため、オンブズマンは、本

件電話対応に問題があったかどうかを判断することはできませんが、担

当課におかれては、本件苦情の趣旨を受けとめ、今後一層丁寧な対応に

努めていただくようお願いいたします。  

なお、上記担当課の説明のとおり、担当課においても、本件苦情内容

を真摯に受けとめ、朝礼において、電話対応において相手に不快を感じ

させるような対応をしないよう、改めて周知したとのことですので、苦

情申立人にはそのことをお伝えする次第です。  

（３）職員が名乗らなかった、との点について  

本件の具体的対応につき調査できなかったため、本件において職員が

名乗らなかったかどうかは、オンブズマンは判断できません（なお、担

当課では、「南部収集事務所、〇〇です。」と、名乗って電話に出るこ

とが通常とのことですが、電話の冒頭で名乗っている場合、それが印象

に残らない可能性もあると思われます。）。  

担当課においては、上記「担当課の説明」のとおり、「本件では、名

乗らなかったのかもしれない。」と捉えており、上記朝礼において、職

員氏名を名乗ることについても改めて徹底したとのことです。  
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（４）連絡先と名前を質問したことについて  

担当課の説明によれば、未収集のごみは、当日改めて収集を行ってお

り、その場所を特定するために、連絡先と名前を質問しているとのこと

であり、これらを質問することの必要性は認められます。しかし、職員

には「質問する理由」が分かっていても、聞かれた市民の側は「なぜ質

問されるのか」分からないことも多いと思います（特に電話番号まで聞

かれる理由は分からないかもしれません。）。  

市民の方に個人情報を尋ねる場合は、その目的も伝える必要がありま

すので（藤沢市個人情報の保護に関する条例第２条第１号）、今後は、

「このあと収集に伺うため・・、地図で分からなかったときのため・・」

などと、理由を説明した上で質問するよう、担当課に申し入れます。  

以  上  

 

******************************************************************  

 

 

＜行政対応に問題がなかったもの＞  

（事例～７）対象機関：経済部産業労働課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

ふじさわ元気回復プレミアム商品券の換金期限に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である経済部産業労働課より

事情を聴取する等の調査を行いました。その結果は以下のとおりです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

産業労働課は、ふじさわ元気回復プレミアム商品券で実際に仕事を請

けた事業者に対して、換金義務はないのでしょうか？換金支払期限の延

長を求めます。  
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（２）苦情申立ての理由  

昨年から続く、新型コロナウイルス感染防止対策等行いつつも来店人

数は下がる一方の最中、令和２年１１月藤沢商工会議所へサポート助成

金、新規非接触事業を相談お伺いに行きました。  

その際に、ふじさわ元気回復プレミアム商品券を勧められＴＶ等でも

全国で実施していることを知り参加いたしました。  

現在２人で店舗を経営しております。  

コロナ影響で来店者は激減し、国、銀行等からも１，０００万円程借

り入れましたが日に日に経営維持費でなくなっています。  

経理その他の多くの事務関係を担っていた職員が他店へ出向し、居な

くなった間の処理を私が引き継ぐことになり未だに慣れない状態です。  

結果、プレミアム商品券の換金日令和３年３月１２日（金）が過ぎて

しまい後日商工会議所へ問い合わせたところ、もう締め切っていますの

で対応換金はできないと断られました。  

使用期間があることは理解できますが、仕事の報酬である換金に対し

て何故期限があるのでしょうか？納得いきません。  

コロナ過で１日の業務以外の仕事は限りなくあります。  

人間として、理不尽な事とは到底思えませんので、再度換金の枠を延

長していただきたい。  

 

２．経済部産業労働課の説明  

（１）ふじさわ元気回復プレミアム商品券事業と市の関わりについて  

市は同事業の事業主体ではなく、事業に対して補助金を交付している。

財源は国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金である。  

よって、市が換金を行うことはできない。  

（２）換金期限を設ける理由について  

ふじさわ元気回復プレミアム商品券実行委員会（以下「実行委員会」

という。）は、同事業の実施に賛同する藤沢商工会議所、一般社団法人

藤沢市商店会連合会、公益社団法人藤沢市観光協会及び藤沢市等の関係

各団体からの代表者をもって組織する団体で（同委員会規約第３条）、
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実質的には前三者（経済３団体）なかでも事務局である一般社団法人藤

沢市商店会連合会が中心となっている。実行委員会は、市に事業報告を

行い、利用や換金がなされなかったことによる余剰金は市に対して返金

しなくてはならないことになっている。そして、この返金は、市の令和

２年度 (令和２年４月１日から令和３年３月末日 )の会計処理に間に合う

ように行われる必要がある。  

そのため、このような清算に間に合うよう換金期限を設ける必要があ

る事業であると市も認識している。  

（３）換金期限の周知・換金方法について  

商品券事業において、換金期限の周知は重要であると考えている。  

本苦情申立てがあったことから、実行委員会に関与していた団体に、

取扱店舗に対する換金期限の周知状況について確認したが、実行委員会

も換金期限の周知は重要であると考え、取扱店舗の募集要項への記載、

取扱店舗説明会の開催、特設ホームページ、取扱店マニュアルなどによ

り周知を行い、さらに、全取扱店舗宛に、令和３年２月３日付で「商品

券換金・振込期限について」との文書をメールないし郵送するなどして

周知したとのことだった。  

換金方法も専用着払伝票を用意し、宅配業者に電話で集荷を依頼でき

るよう簡易に行える方法を用いているとのことだった。  

 

３．オンブズマンの判断  

（１）事業主体について  

ふじさわ元気回復プレミアム商品券事業の事業主体は実行委員会です。

オンブズマンの権限は「市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業

務に関する職員の行為」に限られているので（藤沢市オンブズマン条例

第２条本文）、実行委員会の行為そのものについては判断できません。  

（２）市の関与について  

ただし、実行委員会は、関係各団体からの代表者をもって組織されて

おり、その関係各団体には市も含まれています。実行委員会が実施する

事業の内容や進め方に問題があると考えた場合には、市は実行委員会の
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中で、そのメンバーとして意見を述べ是正していくべきであると考えら

れます。  

そこで、本事業において、換金期限の設定や取扱いについて、市が実

行委員会の中で、そのメンバーとして何らかの意見を述べていくべきで

あったかどうかにつき検討いたします。  

本事業は、新型コロナウイルス感染症拡大により停滞する消費活動を

喚起することにより、市内経済の早期回復と活発化を図ることを目的と

する事業です。一定の実施期間を定めて行われた事業であるため、商品

券に、利用期限だけでなく換金期限を設ける必要がありました。また、

年度内での清算 (実行委員会から市への返金 )を行うため、換金期限はそ

の清算に間に合うよう設定する必要がありました。そして、換金期限を

設ける以上、期限厳守（期限を超えた換金を受け付けない）とすること

は、公平・公正な運営の観点からも、やむを得ない取扱いであると考え

られます。  

ただし、換金期限を厳格に定める以上、取扱店舗が期限内に換金でき

るような対策が必要であると考えられます。  

この点、本事業においては、①本事業が換金期限のある事業であり期

限厳守であることは、取扱店舗に対し各種の方法で周知されています。

②換金方法としては、使用済み商品券を送付しますが、着払専用伝票・

電話による集荷依頼という取扱店舗の負担が少ない簡易な方法がとられ

ており、また、令和２年１１月１日以降、取扱店舗に都合の良いタイミ

ングで何度でも行えることとされています。③商品券の利用期限（２月

末日）から換金期限（３月１２日）までの間隔が１２日間であることも、

②のとおり換金方法が簡易であることに鑑みますと特に短すぎるとはい

えないと考えられます。  

よって、本事業の換金期限の設定や取扱いには特段問題はないと考え

られますので、市が、実行委員会の中で、そのメンバーとして何らかの

意見を述べていくべきであったとは考えられません。  

なお、市は、本事業に対し補助金を交付していますが、事業主体では

ないことから、市が換金を行うことはできません。  
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以上より、オンブズマンは、本事業において換金期限を設けているこ

とにはやむを得ない理由があり、本事業の換金期限にまつわる市の対応

には問題はないものと判断いたします。  

苦情申立人におかれましては、どうぞご理解いただきますようお願い

いたします。  

以  上  

 

****************************************************************** 
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１．苦情申立ての受付及び処理に関する統計表  

統計表  Ⅰ  （処理状況別  対象組織及び処理日数）   

 

26
(1 )

1
1

(1 )
3 2 3 1 1

100 .0% 3 .8%
3 .8%

(3 .8%)
11 .5% 7 .7% 11 .5% 3 .8% 3 .8%

25
(1 )

96 .2%
(3 .3%)

1
1

(1 )
3 2 3 1 1

1 3.8%

13 50.0% 2 1 2 1

5 19.2% 1 1 1 1

1 3.8% 1

1 3.8% 1

 内、取下げ 1 3.8% 1

10
(1)

38.5%
(3.8%)

1
1

(1)
1 1 1

　ｱ.　市の機関及び職員以外

　ｲ.　判決・裁決等により確定済

　ｳ.　裁判所等において係争中

　ｴ.　議会に関するもの

　ｵ.　職員の勤務内容

　ｶ.　オンブズマンの行為

10
(1)

38.5%
(3.8%)

1
1

(1)
1 1 1

　ｱ.　申立人が利害を有しない 4 15.4% 1 1

　ｲ.　原因日から１年経過済 1 3.8%

　ｳ.　虚偽その他正当な理由なし

　ｴ.　調査することが相当でない
5

(1)
19.2%
(3.8%)

1
1

(1)
1

1 3 .8%

　①　中 止

　②　打切り

　(4)　調査しない

処　理　［ 受付：25 ＋ 繰越：1 ］

（　割　合　）

　①　所 管 外

　②　そ の 他

　１.　処 理 終 了

　(1)　趣旨に沿った

 内、勧 告

 内、意見表明

　(2)　趣旨に沿わない

 内、行政対応に問題

　(3)　調査中止・打切り

　２.　処 理 中

生涯

学習部
福祉部

子ども

青少

年部

環境部

件
数

（
割

合

）

対　　　　　　象　　　　　　

総務部
企画

政策部
財務部

防災

安全部

市民

自治部

健康

医療部

 

※（  ）数字  ：  上段数字の内、繰越分  

※  端数処理の関係で、割合の合計が 100%にならないことがあります。  

 



 

 - 59 -   

 

 

（単位  ：  件）  

2 4 4 3 1 － － － － － － －

7 .7% 15 .4% 15 .4% 11 .5% 3 .8% － － － － － － －

2 4 4 3
13
(1 )

7 4 1

1 1

1 2 2 2 3 5 4 1

1 1 3 1

1

1

1

1 1 2 1
8

(1)
2

1 1 2 1
8

(1)
2

1 1 4

1 1

2
3

(1)
2

1 － － － － － － －

61～
90

教育

委員会
経済部

計画

建築部

　　　　　　組　　　　　　織 処　　理　　日　　数

都市

整備部

道路

河川部

下水

道部

市民

病院
消防局

91～
120

121～
150

151～
180

181～
監査

委員

選挙

管理

委員会

その他 ～30
31～
60
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統計表 Ⅱ （地区別 苦情申立て年月・方法及び申立人種別） 
（ 単 位  ：  件 ）  

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

片　瀬 1 4.0% 1 1 1 1

鵠　沼 1 4.0% 1 1 1 1

辻　堂 1 4.0% 1 1 1 1

村　岡 1 4.0% 1 1 1 1

藤　沢 2 8.0% 1 1 1 1 2 2

明　治 1 4.0% 1 1 1 1

善　行 5 20.0% 1 1 1 1 1 1 4 5 5

湘南大庭 1 4.0% 1 1 1 1

六　会 4 16.0% 2 1 1 2 2 4 4

湘南台 3 12.0% 2 1 1 2 3 3

遠　藤

長　後 3 12.0% 1 1 1 3 3 3

御所見 1 4.0% 1 1 1 1

計 24 96.0% 5 1 1 4 4 2 1 1 2 1 2 4 5 1 1 13 23 1 24

県　内 1 4.0% 1 1 1 1

県　外

計 1 4.0% 1 1 1 1

25 100.0% 5 1 1 4 4 2 1 1 2 1 3 4 5 1 1 14 24 1 25

－ － 20.0% 4.0% 4.0% 16.0% 16.0% 8.0% 4.0% 4.0% 8.0% 4.0% 12.0% 16.0% 20.0% 4.0% 4.0% 56.0% 96.0% 4.0% 100.0%

来庁 郵送 FAX

申 立 人 種 別苦　　　情　　　申　　　立　　　て

本人

本人・代理人

代理人

方　　　　法 個人・法人等年　　　　　　月

巡回 電子 個人 法人 諸団体

割　　合

市
　
　
　
　
　
　
内

市
　
外

合　　計

令 和 ４ 年令　　和　　３　　年
件数 割合

 

※  端 数 処 理 の 関 係 で 、 割 合 の 合 計 が 100%に な ら な い こ と が あ り ま す 。  

-6
0

- 
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統計表 Ⅲ （対象組織別 苦情申立て内容）  
（ 単 位  ：  件 ）  

件数 割合

総 務 部

企 画 政 策 部

財 務 部 1 4.0%

防 災 安 全 部

市 民 自 治 部 3 12.0%

生 涯 学 習 部 2 8.0%

福 祉 部 3 12.0%

健 康 医 療 部 1 4.0% 新型コロナウイルス感染者数(1)

子 ど も 青 少 年 部

環 境 部 1 4.0%

経 済 部 2 8.0%

計 画 建 築 部

都 市 整 備 部 4 16.0%

道 路 河 川 部 4 16.0%

下 水 道 部

市 民 病 院

消 防 局

教 育 委 員 会 3 12.0%

監 査 委 員

選 挙 管 理 委 員 会

そ の 他 1 4.0%

計 25 100.0%

町内会館対応(1)

公園管理(2)、倒木による家屋被害(1)、下水管撤去(1)

里道廃止等手続き(1)、善行駅西口駅前広場ロータリー(1)、植木の放置被害(1)、不法占用物の撤去(1)

わたしの意見・提案への回答（1）、教育委員会の不対応(1)、学区区分(1)

苦　　情　　申　　立　　て　　内　　容　　（ 件 数 ）

固定資産税等評価(1)

市職員による個人情報漏えい疑い(1)、住民票閲覧制限(1)、長後市民センター窓口対応(1)

プール休館(1)、スポーツ推進課職員対応(1)

後期高齢者医療制度(1)、生活保護費返還請求(1)、障がい者支援課対応(1)

可燃ごみの収集(1)

プレミアム商品券(1)、海の家(1)

 

※  端 数 処 理 の 関 係 で 、 割 合 の 合 計 が 100%に な ら な い こ と が あ り ま す 。  

-6
1

- 
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２．相談・苦情等の総数  
（ 単 位  ：  件 ）  

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

125 235 190 205 196 181 189 120 118 158 183 258 249 256 211 246 229 199 197 218 205 221 175 230 186 228 5,208

相　　　　談 52 128 93 96 130 92 98 57 47 64 81 137 113 140 105 132 107 87 86 113 116 116 87 117 97 139 2,630

オンブズマンが
面談したが苦情
申立てに至らな
かったもの

－ － － － － 1 2 3 5 11 7 14 8 13 8 12 17 9 9 1 2 1 123

苦情申立て 16 42 38 49 19 37 30 31 22 34 33 45 45 27 23 24 24 21 28 15 18 21 22 29 23 25 741

発 意 調 査 1 4 1 1 7

視　　　　察 7 7 5 9 6 4 3 1 1 3 5 1 1 1 2 1 1 1 1 60

資料請求等 50 58 54 51 41 46 52 28 43 46 57 61 82 75 74 76 80 81 73 90 71 82 66 81 65 64 1,647

計

令　和平　　　　　　　　　　成

相談・苦情等の総数

 

-6
2

- 
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３．苦情申立ての処理の流れ

 

§10(苦情の申立て)
§11(申立手続)
規§6(申立書（第1号様式）)

行政手続条例§6類推

§12-1（調査しない苦情）
規§8（第2号様式） §2但書（所管外事項）

§12-2（調査しない旨の通知）

§13-1（調査の通知） §5(市の機関の責務)　
§14（調査の方法） 規§9(第4号様式)

規§10(第5号様式) §12-1（調査しない苦情） 規§10(第6号様式)
§2但書（所管外事項）
§13-3（中止・打切り通知）

規§12(第8号様式)

規§14-1(第10号様式) §16(勧告・意見表明）
§18-1(勧告に対する報告要求）
§18-3（申立人への通知）

（６０日以内）

§18-3（申立人への報告）
規§13(第9号様式)

規§14-2(第11号様式)

（§18-2（オンブズマンへの報告））

様式なし

§19（公表）
規§15（公表方法）

苦情申立人

公
　
　
表

勧
告
・
意
見
表
明

調
査
終
了

受
付
・
形
式
審
査

§17(勧告・
意見の尊重)

調
　
　
　
査

§18-2（オンブズマンへの
報告）

オンブズマン 市の機関

形式審査

苦情申立書 受 付

調査の開始 調査実施通知書

調査終了

必要があると認めるとき
勧 告

勧告・是正等措置
報告書の内容を公表

是正等措置報告書

苦情申立てに係る勧告・
意見表明をした

旨の通知書

苦情申立てに係る是正
等措置報告通知書

苦情調査結果
通知書

苦情調査の結果に
ついて（通知）

補正

苦情について調査を
しない旨の通知書

条例１２条１項
各号該当事由あり

調査中止・打切り
通知書

苦情調査中止・打切り
通知書

条例１２条１項
各号該当事由あり

原因が制度そのものに
起因すると認めるとき

意見表明に対する
報告書

苦情申立てに係る意見
表明に対する報告

通知書

意見表明
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４．藤沢市オンブズマン条例 

 

制定 平成６年１２月２０日条例第２９号 

改正 平成８年５月２３日条例第２号 

目  次 

 

第１章 総 則（第１条～第３条） 

第２章 責 務（第４条～第６条） 

第３章 オンブズマンの組織等（第７条～第９条） 

第４章 苦情の申立て及び処理等（第１０条～第１９条） 

第５章 補 則（第２０条～第２２条） 

附 則 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的及び設置） 

第１条 この条例は、市民の市政に関する苦情を公正かつ中立的な立場で簡易迅速に処理し、

並びに行政の非違の是正等の勧告及び制度の改善を求めるための意見表明をすることにより、

市民の権利利益の擁護を図り、もつて開かれた市政の一層の進展と市政に対する市民の信頼

の向上に資することを目的として、本市に藤沢市オンブズマン（以下「オンブズマン」とい

う。）を置く。 

 

（所管事項） 

第２条 オンブズマンの所管する事項は、市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に

関する職員の行為とする。ただし、次に掲げる事項については、オンブズマンの所管事項と

しない。 

(1) 判決、裁決等により確定した権利関係に関する事項 

(2) 裁判所等において係争中の事項 

(3) 議会に関する事項 
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(4) 職員の自己の勤務内容に関する事項 

(5) オンブズマンの行為に関する事項 

 

（オンブズマンの職務） 

第３条 オンブズマンの職務は、次のとおりとする。 

(1) 市政に関する苦情の申立ての内容を調査し、及び苦情を簡易迅速に処理すること。 

(2) 自己の発意に基づき、事案を取り上げて調査すること。 

(3) 申立てに係る苦情又は自己の発意に基づき取り上げた事案（以下「苦情等」という。）

について、市の機関に対し、非違の是正又は改善の措置（以下「是正等の措置」という。）

を講ずるよう勧告すること。 

(4) 苦情等の原因が制度そのものに起因すると認めるときは、当該制度の改善を求めるた

めの意見を表明すること。 

(5) 勧告、意見表明等の内容を公表すること。 

 

 

第２章 責 務 

 

（オンブズマンの責務） 

第４条 オンブズマンは、市民の権利利益を擁護するため、公平かつ適切にその職務を遂行し

なければならない。 

２ オンブズマンは、その職務の遂行に当たつては、市の機関と有機的な連携を図り、相互の

職務の円滑な遂行に努めなければならない。 

３ オンブズマンは、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。 

４ オンブズマンは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様

とする。 

 

（市の機関の責務） 

第５条 市の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、その独立性を尊重しなければならな

い。 

２ 市の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、積極的な協力援助に努めなければならな

い。 
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（市民の責務） 

第６条 市民は、この条例の目的を達成するため、この制度の適正かつ円滑な運営に努めなけ

ればならない。 

 

 

第３章 オンブズマンの組織等 

 

（オンブズマンの組織等） 

第７条 オンブズマンの定数は、２人とし、そのうち１人を代表オンブズマンとする。 

２ オンブズマンは、人格が高潔で社会的信望が厚く、かつ、地方行政に関し優れた識見を有

する者のうちから、市長が議会の同意を得て委嘱する。 

３ オンブズマンの任期は、３年とし、１期に限り再任することができる。 

４ オンブズマンは、別に定めるところにより相当額の報酬を受ける。 

 

（兼職等の禁止） 

第８条 オンブズマンは、衆議院議員若しくは参議院議員、地方公共団体の議会の議員若しく

は長又は政党その他の政治的団体の役員と兼ねることができない。 

２ オンブズマンは、本市と特別な利害関係にある企業その他の団体の役員と兼ねることがで

きない。 

 

（解 嘱） 

第９条 市長は、オンブズマンが心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認める場合又は職

務上の義務違反その他オンブズマンとしてふさわしくない行為があると認める場合は、議会

の同意を得て解嘱することができる。 

 

 

第４章 苦情の申立て及び処理等 

 

（苦情の申立て） 

第１０条 何人も、オンブズマンに対し、市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に

関する職員の行為について苦情の申立てをすることができる。 
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（苦情の申立て手続） 

第１１条 前条の規定による苦情の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面により行わなけ

ればならない。ただし、書面によることができない場合は、口頭により申立てをすることが

できる。 

(1) 苦情を申し立てようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあつては、名称、

事務所又は事業所の所在地及び代表者の氏名） 

(2) 苦情の申立ての趣旨及び理由並びに苦情の申立ての原因となった事実のあった年月日 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 苦情の申立ては、代理人により行うことができる。 

 

（苦情の調査等） 

第１２条 オンブズマンは、苦情の申立てが次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、

当該苦情を調査しない。 

(1) 第２条ただし書の規定に該当するとき。 

(2) 苦情を申し立てた者（以下「苦情申立人」という。）が、苦情の申立ての原因となっ

た事実について苦情申立人自身の利害を有しないとき。 

(3) 苦情の内容が、苦情の申立ての原因となつた事実のあつた日から１年を経過している

とき。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。 

(4) 虚偽その他正当な理由がないと認められるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、調査することが相当でないと認められるとき。 

２ オンブズマンは、前項の規定により苦情を調査しない場合は、その旨を理由を付して苦情

申立人に速やかに通知しなければならない。 

 

（調査の通知等） 

第１３条 オンブズマンは、苦情等を調査する場合は、関係する市の機関に対し、その旨を通

知するものとする。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査を開始した後においても、その必要がないと認めるときは、

調査を中止し、又は打ち切ることができる。 

３ オンブズマンは、申立てに係る苦情の調査を中止し、又は打ち切つたときは、その旨を理

由を付して苦情申立人及び第１項の規定により通知した市の機関に速やかに通知しなければ

ならない。 
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４ オンブズマンは、自己の発意に基づき取り上げた事案の調査を中止し、又は打ち切つたと

きは、その旨を理由を付して第１項の規定により通知した市の機関に速やかに通知しなけれ

ばならない。 

 

（調査の方法） 

第１４条 オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係する市の機

関に対し説明を求め、その保有する帳簿等関係書類その他の記録を閲覧し、若しくはその提

出を要求し、又は実地調査をすることができる。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係人又は関係機関に

対し質問し、事情を聴取し、又は実地調査することについて協力を求めることができる。 

３ オンブズマンは、必要があると認めるときは、専門的又は技術的な事項について、専門的

機関に対し、調査、鑑定、分析等の依頼をすることができる。 

 

（苦情申立人への通知） 

第１５条 オンブズマンは、申立てに係る苦情の調査の結果について、苦情申立人に速やかに

通知するものとする。ただし、第１８条第３項の規定により通知する場合は、この限りでな

い。 

 

（勧告及び意見表明） 

第１６条 オンブズマンは、苦情等の調査の結果、必要があると認めるときは、関係する市の

機関に対し是正等の措置を講ずるよう勧告することができる。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査の結果、その原因が制度そのものに起因すると認めるとき

は、関係する市の機関に対し当該制度の改善を求めるための意見を表明することができる。 

 

（勧告又は意見表明の尊重） 

第１７条 前条の規定による勧告又は意見表明を受けた市の機関は、当該勧告又は意見表明を

尊重しなければならない。 

 

（報告等） 

第１８条 オンブズマンは、第１６条第１項の規定により勧告をしたときは、市の機関に対し

是正等の措置について報告を求めるものとする。 
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２ 前項の規定により報告を求められた市の機関は、当該報告を求められた日から６０日以内

に、オンブズマンに対し是正等の措置について報告するものとする。この場合において、是

正等の措置を講ずることができない特別の理由があるときは、理由を付してその旨をオンブ

ズマンに報告しなければならない。 

３ オンブズマンは、申立てに係る苦情について第１６条の規定により勧告し、若しくは意見

を表明したとき又は前項の規定による報告があつたときは、その旨を苦情申立人に速やかに

通知しなければならない。 

 

（公 表） 

第１９条 オンブズマンは、第１６条の規定による勧告若しくは意見表明又は前条第２項の規

定による報告の内容を公表するものとする。 

２ オンブズマンは、前項の規定により勧告、意見表明及び報告の内容を公表するときは、個

人情報等の保護について最大限の配慮をしなければならない。 

 

 

第５章 補 則 

 

（事務局） 

第２０条 オンブズマンに関する事務を処理するため、事務局を置く。 

２ オンブズマンの職務に関する事項を調査する専門調査員を置くことができる。 

 

（運営状況の報告） 

第２１条 オンブズマンは、毎年、この条例の運営状況について市長及び議会に報告するとと

もに、これを公表するものとする。 

 

（委 任） 

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が別に

定める。 
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附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成８年１０月１日から施行する。 

（平成８条例２・一部改正） 

 

（経過措置） 

２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の１年前の日から施行日ま

での間にあつた事実に係る苦情についても適用し、当該１年前の日前にあつた事実に係る苦

情については、適用しない。 

 

（オンブズマンの任期に係る特例） 

３ この条例の規定により最初に委嘱されるオンブズマンのうち、市長の指定する１人の第１

期の任期は、第７条第３項の規定にかかわらず、これを２年とする。 

 

（藤沢市非常勤職員の報酬等に関する条例の一部改正） 

４ 藤沢市非常勤職員の報酬等に関する条例（昭和３１年藤沢市条例第３６号）の一部を次の

ように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成８年条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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